
令和8年9月30日

Ｎｏ 意見・質問内容 回答内容

1
収支予測については4月～翌年3月が必須でしょうか？

提案書における収支予測は、貴社の事業年度に基づき作成いただいて差し支えありません。
ただし、採択後は、機構の事業年度（4月～翌年3月）に即した収支管理を行うことが仕様上の原
則となりますので、実運用を見据え、当初から4月～翌年3月を対象期間とした形でご提案いただ
くことが望ましいと考えます。

2

上記No１の質問に関連し、契約数(予測値算出のため)について
は、期の最後（4月～翌年3月ならば、3月末の契約残数）で記載す
ればよろしいでしょうか？
※その場合、単価は月額単価の平均を示すことでよろしいでしょう
か？
※単純に契約数×単価＝売上ではなくなる

契約数については、当該事業年度（4月から翌年3月まで）に見込まれる合計件数が把握できる
ようご記載ください。
算出方法の一例として、各月の「単価×契約数見込」により売上見込額を算出し、4月から翌年3
月までの売上見込額および契約数を集計する方法が考えられます。
また、契約期間が8月から翌年7月までの年間契約がある場合は、本公募の対象期間である4月
から翌年3月までに対応する売上見込額をご記載ください。

3
「新プラットフォームサービス」との提供価値の異なりを示す上で、
決まっている範囲において、この新プラットフォームにおける中核
価値は何かを教えて頂けますでしょうか？。

新プラットフォームサービスは、既採択サービスを機能的に高度化したものであり、顧客に提供
する価値そのものは、既存サービスと大きな変更はないとお考えください。

4

「JST提供データの価値向上」について、どのような価値を想定され
ているかお聞かせください。以下のいずれかに該当しますでしょう
か？
・JST提供データを加工・組み合わせることによる、サービス利用者
が得る価値の向上
・JST提供データの利用者層、利用場面、利用目的の拡大
・サービスの利用状況等を踏まえた、JST提供データ・辞書・識別情
報等の継続的な改善への還元

ご提案いただく新たなサービスでは、これまでの採択サービスにない新しい価値の創出や、JST
提供データのこれまでにない活用の仕組みを求めています。
従来のサービスと提供価値が異なるものである限り、ご質問の中で挙げられている3つの「価値向
上」の方向性はすべて該当するものと考えます。なお、これら3つの例を充足していなくても構い
ません。 自由で広い視点からの積極的なご提案をお待ちしております。

5

JSTが提供する機械処理システム（機械翻訳システム、自動索引シ
ステム）を利用する場合は、対象システムならびに想定される利用
や接続方法、利用量（リクエスト数や授受方法、頻度）等を具体的
に記載することとあるが、算出の方法の目安はありますか？なけれ
ば、弊社の経験を元に算出致します。

ご提案サービスにおいて、想定される顧客ニーズ等を満たすために必要となる利用量等を具体
的にご記載ください。 その利用量等がJSTの想定する対応可能範囲を超える場合には、対応方
法や対応時期について調整・検討を行い、双方合意のうえで決定したいと考えております。

6
章を跨って、重複する提案内容が多いことは減点対象になります
でしょうか？

審査は提出書類作成要領および審査基準等に基づいて行うため、章をまたいで提案内容が重
複すること自体は減点の対象とはなりません。
ただし、審査の適正な実施のため、提案書の記載内容と審査基準の審査項目との対応関係が
明確となるよう、ご留意をお願いいたします。
また、重複記載はできる限り少ないことが望ましいと考えますが、避けられない場合には、他の重
複箇所を相互参照するなどの工夫をお願いいたします。
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令和8年9月7日

Ｎｏ 意見・質問内容 回答内容

1

AI利用可とは具体的に何を指すか。
（3）の利用可能なケースは、上記AI利用可の対象においての内訳
か。あるいは、この規定によって冒頭のAI利用可否が決定されている
という意味か。
→説明会内でQA済。（3）はAI利用可の中の内訳。

より詳細も確認させていただきたい。
たとえば、ベクトル検索のために文献に対するembedingを生成するよ
うな処理もAI処理の範疇に入るのかなど、「AI利用可」の線引きを明
確に提示するとはできるか？

(3)の②（ⅰ）はAI利用可となる前提は、出版社の許諾内容との適合性や交渉結果に基づくことを
定めており（大きな判断フレーム）、
(3)の②（ⅱ）は出版社の許諾内容との適合性や交渉結果を踏まえた、許諾の可否事例や制限
の具体的事例を示しています。
したがって、AI利用可とは(3)の②（ⅰ）と(3)の②（ⅱ）の両方において、利用可能となるものを指
します。

embedding処理は、既許諾検索ロジックと同等と見なされ、利用は問題ないと考えられます。ま
た、AIの範疇やデータ処理への利用可否は、許諾内容との適合性や交渉結果などの出版社個
社事情に依るため、広く明示することは困難です。
なお、海外出版社が発行する外国誌の文献データに関しては個社の事情が強く影響しますが、
国内誌については比較的柔軟な運用と条件が適用しやすい状況にあります。

2
AI利用可能のフラグが付いているデータであっても、利用不可となる
用途はあるという理解でよろしいか。

前提としまして、データ自体にあらかじめ普遍的な「AI利用可能」という固定の属性が定まってい
るわけではありません。
 「文献利用条件フラグ」は、ご提案いただく具体的なサービス内容やデータ利用方法に対し、出
版社等の許諾内容との適合性や交渉結果を踏まえ、都度・個別に付与（判定）されたものです。
そのため、「利用可能」と判定されたサービスや利用方法においては利用可能となりますが、適
合しない（「利用不可」と判定した）利用方法においては利用不可となります。
なお、本公募の「資料開示」において文献利用条件フラグの概要等をご確認いただけます。

3
AI利用不可のデータについては、要約などの基本的なAI利用もでき
ないという理解で良いか。

「文献利用条件フラグ」は、提案された具体的な利用方法やシステムが、権利元の許諾条件に適
合するかを個別に確認した結果として付与されるものです。
 
出版社毎に利用可否を交渉するため、AIでの要約という利用方法の許諾を得られなかったデー
タ（「文献利用条件フラグ」でAI利用不可となっているデータ）は利用することはできません。な
お、本公募の「資料開示」において文献利用条件フラグの概要等をご確認いただけます。

4

利用可能フラグが付いているデータについて、将来的に利用不可へ
変更されることは想定されているか。
例えば、要約サービスなどで訴求した後に利用不可になり、問題が
生じて責任を負うことになるケースを懸念している。

その場合の係争等については、事業者と出版社との間で対応するこ
とになるのか。

JST提供データの利用条件変更は通常想定外ですが、海外出版社の個社の方針変更等で発生
しうる可能性はあります。万一、交渉や係争が必要となった場合、契約条件等を踏まえて対応を
検討いたします。その際、サービス運用や技術的内容、ならびにサービス利用者に係る対応は
事業者と協議いたします。
なお、海外出版社との契約は1年更新が一般的で、過去の契約で取得したデータは、変更後も
旧条件で利用できる可能性が高いと考えています。

5

事業開始後にフラグが「可→不可」に変更された場合、すでに生成・
保持している索引や二次生成物、および顧客に提供済みの分析結
果について、遡及的な削除・提供停止の義務を負うか。猶予期間は
設定されるか。

すでに作成された独自生成データ等の扱いは、不確実な部分がありますが、出版社等の権利主
張が及ばない可能性が高いと考えています。

万一、交渉等が必要になった場合、独自生成データ等に対して、契約条件等を踏まえて対応を
検討いたします。

6
逆に、現在は利用不可となっている過去データが、後から利用可能
になるケースもあるか。

ご指摘のケースは十分に想定されます。
海外出版社との交渉および契約は毎年更新され、AI活用に関する個社方針変更等に伴い、利
用が許諾される可能性があります。
なお、出版社の対応や条件は、一様でないことが予想され、現時点において将来的な利用可否
を一律に特定することは困難です。
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Ｎｏ 意見・質問内容 回答内容

7
FS中に提供されるデータボリュームの目安はどの程度か？また、こち
らでデータの種別を指定できるか？

データ量・データ種について国内誌データであること以外に明確な基準は設けておりませんが、
FSの目的達成に必要な範囲であれば柔軟に対応可能です。
ただし、FSは本番環境と同等の大規模処理を評価する場ではなく、あくまで技術的な実現性や
効果を確認するための取り組みとなりますので、過度に大きなデータボリューム等は想定しており
ません。詳細は事業者と協議して進めます。

8

JST提供システムについて、以下のように記述があるが、採択後や契
約締結後に別途資料を共有いただけるという認識で良いか。
—
処理データの授受方法、あるいは機械処理システムへのアクセス方
法、利用量（リク エスト数やデータ転送量の上限等）、関係するセ
キュリティ遵守事項等については、 JST が別途提示する仕様および
制限値等に従うものとする。

本公募の「資料開示」においてJST提供システムの概要や基本設計書をご確認いただけます。

なお、本システムはJSTの文献データベース作成において現在運用されているため、提案される
サービス内容や処理量等に応じて、JSTとの個別調整が必要となる点にご留意ください。また、提
案サービスの実現等にあたり不足や仕様上の調整が必要な場合は、契約交渉時に実態に即し
た検討等を事業者と協議して進めます。

9
JST 指定フォーマットの具体的なファイル形式はなにか？
—
※2 データは、JST 指定フォーマットで提供する。

「新サービス事業者枠 仕様書 別紙１」に記載のJST 指定フォーマットのファイル形式は、当該提
供データを何らかの文字で区切ったテキストファイル形式です。
なお、提供データごとにフォーマットが異なるため、それぞれのデータフォーマットについては
「資料開示」においてデータ定義書をご確認ください。

10
提示条件を満たさない状態での撤退の場合、撤退違約金などはある
か？

前提として、提示条件を満たさない状態での撤退は原則として認められないことをご了承くださ
い。
そのうえで、提示された条件を満たさない状態での事業撤退の場合、契約書案の内容に基づ
き、違約金や損害賠償が発生する可能性があります。

11
文献データ・辞書データ等のシステムを運用されているJST側のご担
当部門および担当者体制（人数・役割分担等）についてご教示くださ
い。

JST側の担当部門は「情報事業部 知識インフラ担当」を想定しています。担当者体制について
は、目的や対象に応じて契約交渉時に提示等共有します。
基本的に適切なJST担当者の窓口を設け、必要が生じた場合には技術的内容も含めた調整等
の協議が可能となる体制を設けます。
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